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はじめに 

 

 わが国の電子自治体や自治体DXの実現構想に対

して、その実現がなかなか進まない現状を打破すべ

く、進展を阻害する要因を分析するとともに、マイ

ケル・ハマーが提唱した PEMM（Process and 
Enterprise Maturity Model）のように、全国の基礎

自治体の電子自治体実現に向けての成熟度を定量評

価できるモデルの構築を目指し、試案としての電子

自治体や自治体DXの実現のための成熟度モデルを

作成した。 
 本稿ではアンケート調査の集計結果に加えて、こ

のモデルをもとに全自治体に対して行ったアンケー

ト調査の結果から、PEMM に準拠した自治体版組

織のケイパビリティの成熟度評価指標の検証を行う。 
 

１．自治体版PEMMの策定について 

 

 本研究の発端は自治体の情報化の成熟度モデルを

発展させ、小規模自治体の情報化成熟度を緻密に測

定できる、Small & Medium Local government版
モデル（以下、SML版成熟度モデル）を構築する点

にある。近年の流れからすれば、DX（デジタルトラ

ンスフォーメーション）の成熟度モデル1をベースに

するということも考えられたが、次の2つの理由か

らPEMMをベースにするに至った。 
1. 本調査でも明らかなとおり、自治体におけ

る「変革」のイメージとしても最も多いのは

業務フローの見直し（業務改善）であること

 
1 経済産業省（2019）「DX推進指標とそのガイダンス」 

https://www.meti.go.jp/press/2019/07/20190731003/20190731003-1.pdf 

（図2参照）。 

2. 民間企業と比して、自治体の改善の速度は

速いとは言えず、DX の定義にある「データ

とデジタル技術を活用して、顧客や社会の

ニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモ

デルを変革するとともに、業務そのものや、

組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立する」とは若干相容

れないこと。 

 本研究の共同研究者でもある有馬（2016）では、

総務省の「地方行政サービス改革の取組状況等に関

する調査」（平成28 年3月25日公表）に基づき、

電子自治体の推進と一体で考えるべき BPR
（Business Process Re-engineering）の推進の現状

を把握することを目的として、自治体の統計データ

を用いた分析から明らかにすることを試みている。

ここでの成果も参照しながら、マイケル・ハマーの

PEMM を自治体版としたのが表 1 である。各設問

に対して、「E1に当てはまらない」「E1に当ては

まる」「E1 と E2 に間くらいに当てはまる」「E2
に当てはまる」「E2とE3の間くらいに当てはまる」

「E3 に当てはまる」「E3 とE4 の間くらいに当て

はまる」「E4に当てはまる」の8択にて最も当ては

まりの良い回答を選んでもらっている。 
 PEMMではビジネスプロセスの成熟度（5つのプ

ロセス・イネブラー）と企業の成熟度（4 つの企業

ケイパビリティ）の2つを4段階で表したものであ

り、長期のパフォーマンスを実現のためにはこれら

2 つの両方を育成しなければいけない点に特徴があ
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る。しかし、アンケート調査ではプロセス・イネブ

ラーの測定が困難であることや、実際のデジタルへ

の変革に関しては総務省が行っている「地方自治情

報管理概要」や「地方行政サービス改革の取組状況

等に関する調査等」で代替可能であると判断し、自

治体版組織のケイパビリティの成熟度評価のための

設問を策定した。自治体版とするにあたっては、適

合しないいくつかの要素を削除するとともに、茨城

県五霞町役場の矢島氏と愛知県東郷町役場の伊藤氏

からの協力を得て修正した。 
 

表1 PEMM準拠 自治体版（企業ケイパビリティ）

組織のケイパビリティの成熟度評価のための質問票 

1.1 リーダーシップ 

（1）認識に関する設問 

E1 首長・副首長は、住民サービス関連業務のパフォ

ーマンス（成果）を底上げする必要性を感じている

が、電子自治体推進の重要性についてはまだ認識は

高くない。 

E2 首長・副首長のうち、どちらかは電子自治体推進

の考え方をよく理解し、どのようにITを活用すれば、

電子自治体の実現に結びつくのか十分に心得てい

る。 

E3 首長・副首長は電子自治体実現の観点から、庁内

全体を見つめ、電子自治体実現後の組織の状態を思

い描けている。 

E4 首長・副首長は電子自治体実現の観点から、自分

たちの仕事について俯瞰し、電子自治体実現のため

の推進を単なるプロジェクトとして見るのではな

く、庁内を改革・改善する継続的な事業として捉えて

いる。 

 

（2）一貫性に関する設問 

E1 電子自治体実現のための改革活動を実行するに

あたり、首長・副首長ではなく部課長がリーダー役を

務めている。 

E2 電子自治体実現のための改革活動を実行するに

あたり、首長又は副首長がリーダー役を務め、その責

任を負っている。 

E3 首長・副首長ともに、電子自治体実現のための改

革活動を進めている。その結果、庁内には全庁的な人

的ネットワークが出来上がり、これが電子自治体実

現のための活性化につながっている。 

E4 庁内の誰もが電子自治体実現のための活動に関

心を寄せるとともに、各活動のリーダー的な役割を

果たしている。 

 

（3）行動に関する設問 

E1 首長・副首長が日常業務の改善を承認し、予算を

組んでいる。 

E2 首長・副首長が、住民サービス向上の分野で高い

目標を掲げ、この目標を達成するために、経営資源

（予算や人員）を割り当て、抜本的な変革を推し進

め、さまざまな障害を取り除くことに努力している。 

E3 首長・副首長が一丸となって、電子自治体実現に

向けて、庁内の諸活動を支援しており、それら諸活動

の改革活動にも積極的に関わっている。 

E4 首長・副首長は、電子自治体実現に向けて、自ら

の役割の重要性を理解し、実現した電子自治体をも

とに新たな戦略や施策を立案・実行しようとしてい

る。 

 

（4）マネジメントスタイルに関する設問 

E1 首長・副首長は、必要に応じて現場の職員の意見

を吸い上げるマネジメントスタイルを採用してい

る。 

E2 住民サービスの改革活動を率いる首長・副首長の

意気込みは強く、電子自治体実現こそ、変革の切り札

だと考えている。 

E3 首長・副首長から部課長や担当者に権限委譲がさ

れていると感じている。 

E4 首長・副首長は、指揮命令ではなく、ビジョンや

影響力を背景にしてリーダーシップを発揮してい

る。 

1.2 組織文化 

（5）チームワークに関する設問 

E1 チームワークが発揮される場面は部局内に限ら

れるが、時々、例外がある。 

E2 何かの改善を試みる時には通例、部局横断的なプ

ロジェクトチームを立ち上げる。 

E3 チームワークは、業務改革担当者たちの間で望ま

しい仕事の進め方と考えられており、部課長にとっ

ては常識となっている。 

E4 住民や ITベンダーも改革業務に参画してもらえ

るのが通例となっている。 
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（6）住民志向に関する設問 

E1 住民志向が重要であるという考え方は広まって

いるが、それが意味するところは十分理解されてい

ない。どのように住民ニーズに応えるべきかについ

ても答えがはっきりせず、意見の対立が見られる。 

E2 職員たちは「卓越した住民満足度を生み出すの

が、自分たちの仕事の目的である」と気づいている。 

E3 職員たちはより高い住民満足度を生み出すため

には、住民目線からのサービス提供が求められてい

ることを理解している。 

E4 職員たちは住民のニーズに応えるために、住民サ

ービス提供にあたっての全ての関係者（企業、団体、

個人など）との協働を実践している。 

 

（7）アカウンタビリティに関する設問 

E1 住民に対するアカウンタビリティ（説明責任）は

部課長が負っている。 

E2 住民サービス窓口の職員たちが、使命感を引き受

ける姿勢を見せはじめている。 

E3 住民サービス窓口以外の職員の間にも「自分たち

も、卓越した住民サービスへの責任の一端を担って

いる」という認識がある。 

E4 「住民に奉仕し、どこまでも卓越した住民満足度

の実現を目指そう」という使命感が庁内に広がって

いる。 

 

（8）変革への姿勢に関する設問 

E1 「変革が求められている」という認識が庁内に広

まりつつある。 

E2 職員たちの多くが「部課内において自分の仕事の

やり方が大きく変わる可能性がある」と、心の準備が

出来ている。 

E3 部門間に渡る大規模な改革でも、いつでも取りか

かれる心の準備が出来ている。 

E4 変革は不可避であるという理解が庁内全体に広

がり、変革活動に終わりがないと受け止められてい

る。 

1.3 専門性 

（9）人材に関する設問 

E1 電子自治体実現のための重要性を一部の職員だ

けが強く認識している。 

E2 部門レベルの変革のためのプロジェクトを推進

するための専門家となる職員がいる。 

E3 大規模かつ全庁的な変革の手腕を備えた専門家

がいる。 

E4 全庁的な変革のための専門家が各部局におり、そ

のための人材育成と研修の仕組みも設けられてい

る。 

 

（10）方法論に関する設問 

E1 電子自治体実現に向けての各種手法＊を理解し

ている。 

E2 電子自治体実現に向けての各種手法＊に基づい

て、改革に着手できる。 

E3 電子自治体実現に向けての各種手法＊を庁内に

合った形で実行している。 

E4 電子自治体実現に向けての各種手法＊を単なる

ツールではなく、さらなる自治体改革（仕事の仕方、

住民サービスの提供の仕方を大きく変えるなど）を

起こすことを意識して、利活用している。 

1.4 プロセスガバナンス 

（11）プロセス・モデルに関する設問  

E1 電子自治体推進に向けての各種手法＊のうち、庁

内で取り組まれているものと取り組まれていないも

のを把握している。 

E2 電子自治体実現に向けての各種手法＊の取組み

が、首長・副首長から承認（決裁）されている。 

E3 電子自治体実現に向けての各種手法＊が庁内で

共有され、各部局での取組みの優先順位づけにも用

いるほか、全庁的にITやデータの保有の仕方とも整

合性を図っている。 

E4 電子自治体推進に向けて、庁外とのデータ・シス

テム連携も図られている。 

 

（12）統合に関する設問  

E1 電子自治体実現に向けての各種手法＊のうち、ど

こから取り組んでいくか、意思統一されていない。 

E2 電子自治体実現に向けての各種手法＊のうち、ど

こから取り組んでいくかの意思統一に向けて、非公

式な調整がされている。 

E3 電子自治体実現に向けての各種手法＊のうち、ど

こから取り組んでいくかの意思統一に向けて、公式

な調整がされている。 

E4 電子自治体実現に向けての各種手法＊のうち、ど

こから取り組んでいくかの意思統一に向けて、庁外
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のステークホルダー（利害関係者）も巻き込んで調整

がされている。 

1.5 情報主管課の人的ネットワーク 

（13）他部署との連携に関する設問 

E1 他部署との連携をとることを想定しておらず、ト

ラブルがあったときのヘルプデスク的な役割に徹し

ている。 

E2 連携の程度は必要最低限であり、命令があれば連

携する。 

E3 情報システム、業務改善などのことで、何か困っ

たことがあったら、すぐにではないが頼ってきてく

れることがある。 

E4 情報システム、業務改善などのことで、何か困っ

たことがあったら、すぐに頼ってきてくれることが

多い。 

 

（14）他団体・人との交流に関する設問 

E1 J-LISやIT企業、県庁などが主催するセミナーや

シンポジウム、EXPOなどに1年に1回は参加してい

る。 

E2 J-LISやIT企業、県庁などが主催するセミナーや

シンポジウム、EXPOなどに1年に2回以上、参加し

ていることが多い。 

E3 外部のセミナーに出席したときは必ず懇親会な

どにも参加して積極的に情報交換をするようにして

いる。 

E4 外部のセミナーなどで知り合った人と継続的に

SNSなどで情報交換をしたり、意見を出し合ったりし

ている。 

＊電子自治体実現に向けての各種手法とは、自治体クラウド、システ

ムのオープン化、クラウド化のための人材育成・確保、業務フローの

見直し、明確な SLA の締結、中間標準レイアウトの活用、オープン

データの推進、住民満足度向上のためのKGI や KPI の設定、情報セ

キュリティ人材の育成・確保、PDCA サイクルをもとにしたマネジメ

ントなどを指す。また、DX（デジタルトランスフォーメーション）の

ような変革も含む。 

 

２．調査結果（単純集計） 

 

 アンケート期間は2020 年2月25日～5月16日
として、すべての基礎自治体に対して郵送にて依頼

を行い、Webにて回答をしてもらった。コロナ禍に

よる自粛期間と重なってしまい、各自治体において

はその対応に追われることとなっていたことから、

有効回答数は290件であった。 
 また、表 1 の回答に加え、PEMM の成果を測定

するためにいくつかの設問を追加しているが、本稿

では割愛するとともに、詳細な分析についても次説

にて行うこととする。全体的な傾向を把握すること

を目的として、単純集計のみを図1に示す。 
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図1 自治体版 組織ケイパビリティの調査結果 

 

 

図2 「変革」のイメージとして最も当てはまるもの 

 

 

 特徴的なのは、人材に関する設問とプロセス・モ

デルに関する設問、一貫性に関する設問が全体と比

べると低い回答に寄っていることがわかる。そして、

人材に関する設問については上位の回答の割合が少

なくなっていることから、設問の設計そのものが不

適切であった可能性もあるが、実際のところ、小規

模自治体は組織というより「グループ・コミュニテ

ィ」として認識し、成熟度モデルを構築することが

望ましいと判断している。すなわち、経営資源が少

ない中でデータを活用した効率的な行政事務を行な

っているかどうかではなく、規模によってはシステ
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ム化を前提とせずとも最適化されていることがあり、

業務の効率化や地域の運営を進めるにあたって、テ

クノロジーを利用すべきところと、そうでないとこ

ろの両者が存在する。人材が少ないから、RPA
（Robotics Process Automation）を進めるべきとも

ならず、人の情報処理能力で間に合う事例も散見さ

れる。 
 

３．調査結果（自治体規模別） 

 

 次に人口規模別に各組織ケイパビリティの平均値

について示したものが図 3 から図 6 である。なお、

人口区分については5千未満（49）、5千から1万
未満（47）、1万から 2万未満（36）、2万から 3

万未満（21）、3万から5万未満（37）、5万から

7万未満（25）、7万から10万未満（22）、10万
から20万未満（22）、20万以上（31）とした（カ

ッコ内の数値は度数）。 
 どの組織ケイパビリティにおいても人口規模が大

きくなるほどスコアは高くなっていることがわかる。

特に人口 20 万人以上の自治体においてはその差が

顕著といえよう。本研究では小規模自治体の状況を

正しく把握するモデルの構築を目指していることか

ら、5,000人～10,000人単位で区切った場合におい

ても一定の差異が見受けられたことは好ましいと判

断できる。 
 

 

 
図3 自治体規模別の成熟度評価（リーダーシップ） 
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図4 自治体規模別の成熟度評価（組織文化） 

 

 

 

図5 自治体規模別の成熟度評価（専門性） 

 

 



 - 28 - 

 

 
図6 自治体規模別の成熟度評価（プロセスガバナンス） 

 

 

おわりに 

 

 これまで小規模自治体の実態を把握することが困

難であったが図 3〜6 に示す通り、狭い人口レンジ

で区切っても一定のばらつきを確認することができ

た。 
 今後、SML版成熟度モデルの検証に当たっては、

PEMMの組織ケイパビリティに該当する4分野（リ
ーダーシップ、組織文化、専門性、プロセスガバナ

ンス）について、それぞれ主因子法による主成分分

析を行い、それぞれ 2～4 の変数を 1 つの変数に集

約し、これらの結果を説明変数として使用し、地方

行政サービス改革の取組状況等に関する調査等の調

査項目の回答において取り組んでいるかどうかや実

施しているかどうかを被説明変数とする回帰分析を

適用する。4 つの組織ケイパビリティの高低が行政

改革実施率と関係しているかどうかが定量的に示せ、

関係しているのであれば、PEMM が自治体の組織

としての成熟度の評価に利用できることが示せるの

ではないかと考える。 
 

※本研究は科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）（課題名：小

規模自治体における情報化成熟度の測定と支援モデルの構

築、課題番号：17K03891）の助成を得て実施したものであ

る。 
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